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１電波の利用状況調査の調査・評価制度の概要

 電波の一層の有効活用を進めていくためには、無線局免許人の電波の利用状況を的確に把握した上
で電波の再配分等の検討を進めていくことが必要。

 このため、平成１４年に電波法を改正し、電波の利用状況の調査・評価制度を導入。

電波の利用状況の調査【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線設備の使用技術
○ 無線局の具体的な使

用実態
〇 他の電気通信手段へ

の代替可能性 等

３年を周期として、次に掲げる
周波数帯ごとに実施
① 714MHｚ以下
② 714MHｚ超3.4GHｚ以下
③ 3.4GHｚ超

①調査 ②調査 ③調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

H23 H22 H21

H26 H25 H24

H29 H28 H27

調査結果の公表
評価結果（案）に対する意見募集

国民の意見
（例）

・新規の電波需要に迅速に対応
するため、電波再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要

意見募集を踏まえた

評価結果（案）の電波監理審議会
への諮問・答申

周波数区分ごとの評価結果の公表
（電波利用ホームページ）

http://www.tele.soumu.go.jp/j/ref/research/index.htm

評価結果の公表
（例）

・現在、電波は有効に利用さ
れている
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイ
バ等への転換が適当周波数割当計画への反映
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２「平成29年度電波の利用状況調査」の概要

（１）目 的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、原則３年を周期として電波
の利用状況を調査、電波の有効利用の程度を評価。
この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。

（２）根拠条文： 電波法第26条の２

（３）調査対象： 平成29年３月１日現在において、714MHz以下の周波数を利用する無線局

（４）調査対象
（各周波数区分毎の合算値）

： 無線局数（対全国比） 395,842局（11.3%）：平成26年度 380,177局
免許人数（対全国比） 約17万2千者（12.6%）：平成26年度 約17万7千者
＊複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数・免許人数より多い。

（５）調査事項： 免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の導入予定、
他の電気通信手段への代替可能性 等

（６）調査方法： 全国11の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析

② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入予定等を質問
し、その回答を集計・分析

（７）スケジュール： 平成30年５月26日から６月25日 パブリックコメントを実施
同年７月20日 評価（案）について電波監理審議会諮問・答申
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３調査結果及び評価結果のポイント（714MHz以下の周波数（全般））

○周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数

①26.175MHz以下

8.1%(39,182局)
②26.175MHz超50MHz以下

6.8%(33,026局)

③50MHz超222MHz以

下

28.2%(136,183局)

④222MHz超335.4MHz

以下

5.0%(24,225局)

⑤335.4MHz超714MHz

以下

51.9%(251,137局)

○無線局数の推移（各地方総合通信局の比較）※

0
北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成26年度 256,814 329,390 991,658 153,540 87,487 380,177 434,458 217,076 133,987 318,451 24,842

平成29年度 257,524 341,325 1,104,853 158,590 88,542 395,842 457,963 215,691 136,901 316,522 26,552

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

（無線局数）

※本表に限り、過去の無線局数の推移と比較するため、平成29年度の無線局数の計上は平成26年度の計上と同じ方法（複数の電波の利用システム
に属しても１局として計上）による局数として比較しているものです。

○本周波数帯の全体的な評価としては、適切に利用されていると判断できる。各周波数区分ごとの調査・評価結果は、次ページ以
降に記載しているが、全体としての主な特徴点は以下のとおりである。

【１】 無線局の推移は平成26年度調査と比較すると、東海局においては関東および近畿、沖縄に次いで増加している。
【２】 簡易無線局は50MHz超222MHz以下の周波数区分で減少しているが、335.4MHz超714MHz以下の周波数区分で大幅に増加

している。また222MHz超335.4MHz以下の周波数区分では、防災無線や消防無線の移行先であることから、これらの無線局
が大幅に増加している。
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４調査結果及び評価結果のポイント（26.175MHz以下の周波数）

【全体局数： 39,182 局 （Ｈ２６年度調査比（＋ 9,576 局）】

＜無線局の割合及び局数＞

陸上・その他, 
38,827 局, 99.1%

海上・船舶通信, 
147 局, 0.4%

海上・測位,
76 局, 0.2%

陸上・放送,
68 局, 0.2%

航空・航空通

信, 56 局, 0.1%

0.1%以下のシステム

（*1）, 8 局, 0.0%

割合 局数

その他・その他(*3) 0.02% 8
陸上・自営（主に公共分野） 0.00% 0
陸上・自営（主に公共分野以外） 0.00% 0
*1 「0.1％以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(26.175MHz以下)、非常呼
出用HFが含まれる。

*4 割合が0.01％未満である場合は、0.00％と表示している。

＜目的別の無線局の割合及び局数＞

一般業務用
1.8%

公共業務用
0.4%

基幹放送用
0.2%

電気通信業務用

0.1%

アマチュア業務用
97.6%

実験試験用
0.0%目 的 割合 局数

アマチュア業務用 97.6% 38,742
一般業務用 1.8% 698
公共業務用 0.4% 172
基幹放送用 0.2% 68
電気通信業務用 0.1% 25
実験試験用 0.0% 6
放送事業用 0.0% 0
簡易無線業務用 0.0% 0
一般放送用 0.0% 0

調査結果のポイント

【１】 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、アマチュア無線を代表とする「陸上・その他」が99.1％と高い割合を占
め、次いで「海上・船舶通信」となっている。

【２】 平成26年度と同じ集計方法で算出した平成29年度の無線局数で比較をすると、全国的に減少しており、東海においては平成26年度より1,775局
（6.0％）減少して27,831局となっている。

評価結果のポイント

【１】 本周波数帯は、より高い周波数帯を利用する衛星通信の発達に伴い、船舶通信や航空通信においても衛星通信への移行が進んでおり、本周波
数帯の利用はやや減少傾向にある。

【２】 本周波数帯は、東海においても無線局数はアマチュア無線が多数を占める一方、中波・短波放送、航空通信システム、船舶通信システム、海上・
測位システム（ラジオブイ等）、高速道路での路側通信といった陸上、海上及び航空の各分野の多様で重要な電波利用システムで利用されてお
り、これらの電波利用システムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。

5

ウェブアクセシビリティ東海総合通信局



５調査結果及び評価結果のポイント（26.175MHz超50MHz以下の周波数）

【全体局数： 33,026 局 （Ｈ２６年度調査比（－ 1,676 局）】

＜無線局の割合及び局数＞

陸上・その他, 
27,867 局

84.4%

海上・船舶通

信, 4,979 局
15.1%

海上・その他, 59 局
0.2%

陸上・自営（公共分

野以外）, 42 局, 
0.1%

航空・その他, 42 局
0.1%

0.1%以下のシステ

ム（*1）, 37 局, 0.1%

割合 局数

陸上・放送事業 0.05% 18
その他・その他(*3) 0.05% 16
海上・測位 0.01% 3
陸上・自営（主に公共分野） 0.00% 0
*1 「0.1％以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(26.175MHz 超 50MHz以下)が含まれる。

*4 割合が0.01％未満である場合は、0.00％と表示している。

＜目的別の無線局の割合及び局数＞

一般業務用
26.3%

公共業務用
0.1%

放送事業用
0.1%

電気通信業務用

0.1%

実験試験用
0.0%

アマチュア業務用
73.4%

目的コード 割合 局数

アマチュア業務用 73.4% 27,866

一般業務用 26.3% 9,995

公共業務用 0.1% 49

放送事業用 0.1% 27

電気通信業務用 0.1% 22

実験試験用 0.0% 16

基幹放送用 0.0% 0

簡易無線業務用 0.0% 0

一般放送用 0.0% 0

調査結果のポイント

【１】 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、アマチュア無線を代表とする「陸上・その他」が84.4％と高い割合を占
めている。次いで「海上・船舶通信」が15.1％となっており、この二つで99.5％を占めている。

【２】 平成26年度と同じ集計方法で算出した平成29年度の無線局数で比較をすると、東海においては平成26年度より2,116局（6.1％）減少して32,586
局となっている。

評価結果のポイント

【１】 本周波数帯を利用する電波システム別にみた場合、東海においては放送連絡用無線及びアマチュア無線については減少しているが、船舶無
線においては増加がみられる。

【２】 本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数はやや減少傾向にあるものの、船舶通信システム等の重要な電波利用システム、アマチュ
ア無線や新たな海洋VHFレーダー等、広く利用されていることから判断すると有効に利用されていると認められる。
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６調査結果及び評価結果のポイント（50MHz超222Hz以下の周波数）

【全体局数： 136,183 局 （Ｈ２６年度調査比（＋ 17,092 局）】

＜無線局の割合及び局数＞

陸上・その他, 
98,351 局, 72.2%

陸上・自営

（主に公共分野）, 
23,055 局, 16.9%

陸上・防災, 
5,536 局, 

4.1%

陸上・自営

（公共分野以外）, 
4,781 局, 3.5%

海上・船舶通

信, 1,754 局, 
1.3%

航空・航空通信, 
932 局, 0.7%

海上・その他, 
762 局, 0.6%

陸上・放送事業, 
749 局, 0.5%

陸上・放送, 
167 局, 0.1%

0.1%以下のシステ

ム（*1）, 96 局, 0.1%
割合 局数

その他・その他(*3) 0.04% 51
陸上・電気通信業務 0.03% 36
航空・測位 0.01% 9
衛星・電気通信業務 0.00% 0
*1 「0.1％以下のシステム」には上記の電波利用システムが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。
*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(50MHz 超 222MHz
以下）、その他(50MHz 超 222MHz以下）
*4 割合が0.01％未満である場合は、0.00％と表示している。

＜目的別の無線局の割合及び局数＞

アマチュア業務用
58.7%

公共業務用
20.5%

簡易無線業務用

11.1%

一般業務用
8.7%

放送事業用
0.9%

基幹放送用
0.1%

電気通信業務用

0.1%実験試験用
0.0%

目 的 割合 局数

アマチュア業務用 58.7% 82,745
公共業務用 20.5% 28,869
簡易無線業務用 11.1% 15,603
一般業務用 8.7% 12,227
放送事業用 0.9% 1,242
基幹放送用 0.1% 167
電気通信業務用 0.1% 102
実験試験用 0.0% 50
一般放送用 0.0% 0

調査結果のポイント

【１】本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、アマチュア無線を代表とする「陸上・その他」が72.2％と高い割合を占
めている。次いで「陸上・自営（主に公共分野）」が16.9％となっており、この二つで89.1％を占めている。

【２】 平成26年度と同じ集計方法で算出した平成29年度の無線局数で比較をすると、デジタル化への移行により、全国的に減少しており、東海におい
ては平成26年度より13,217局（11.1％）減少して105,874局となっている。

評価結果のポイント

【１】本周波数区分の半数以上を占めるアマチュア無線をはじめとして、無線局数は減少傾向にあるものの、公共業務用無線局や船舶・航空通信等の
電波利用システムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。

【２】 本周波数帯を使用する自営通信について、アナログ方式を採用している無線機器は、今後、アナログ方式の需要減少によって将来的に機器の
更新が困難となることが想定されることや、周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を促進していくことが望ましい。
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７調査結果及び評価結果のポイント（222MHz超335.4MHz以下の周波数）

【全体局数：24,225 局 （Ｈ２６年度調査比（＋ 10,000 局）】

＜無線局の割合及び局数＞

陸上・防災, 
14,467 局, 

陸上・自営

（主に公共分野）, 
9,478 局, 39.1%

航空・航空通信, 
230 局, 0.9%

その他・その他

（*3）, 38局, 0.2%

0.1%以下のシステム

（*1）, 12局, 0.0%

59.7%
* 「その他」の中には、以下のシステムが含まれている。 割合 局数

海上・測位 0.03% 7
航空・測位 0.02% 4
陸上・電気通信業務 0.00% 1
*1 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*2 割合が0.01％未満である場合は、0.00％と表示している。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(222MHz 超 335.4MHz
以下）が含まれる。

＜目的別の無線局の割合及び局数＞

公共業務用

一般業務用
1.8%

実験試験用
0.2%

電気通信業務用

0.0%

98.0%
目 的 割合 局数

公共業務用 98.0% 24,025
一般業務用 1.8% 441
実験試験用 0.2% 38
電気通信業務用 0.0% 1
基幹放送用 0.0% 0
アマチュア業務用 0.0% 0
放送事業用 0.0% 0
簡易無線業務用 0.0% 0
一般放送用 0.0% 0

調査結果のポイント

【１】 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・防災」が59.7％、「陸上・自営（主に公共分野）」が39.1％で、合
わせて98.8％を占めている。

【２】 平成26年度と同じ集計方法で算出した平成29年度の無線局数で比較をすると、東海については、平成29年度は平成26年度と比べて約1.7倍に増
加している。

評価結果のポイント

【１】本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は260MHz帯へのデジタル化移行から増加傾向にあり、防災行政無線、消防用無線、航空
通信システム等の多様で重要な電波利用システムに利用されていることから判断すると、適切に利用されているものと認められる。

【２】県防災用デジタル無線及び市町村防災用デジタル無線とも、全国的なデジタル移行の状況と比べると、東海においては移行が進んでいると考え
られる。
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８調査結果及び評価結果のポイント（335.4MHz超714MHz以下の周波数）

【全体局数： 251,137 局 （Ｈ２６年度調査比（＋ 68,584局）】

＜無線局の割合及び局数＞

陸上・その他, 
169,119 局, 67.3%

陸上・自営

（公共分野以外）, 
40,877 局, 16.3%

陸上・自営

（主に公共分野）, 
27,905 局, 11.1%

陸上・防災, 
9,541 局, 

3.8%

陸上・放送事

業, 885 局, 
0.4%

海上・その他, 
844 局, 0.3%

陸上・放送, 
771 局, 0.3%

陸上・電気通信

業務, 660 局, 
0.3%

航空・航空通

信, 431 局, 
0.2%

0.1%以下のシステム

（*1）, 104 局, 0.0%

* 「その他」の中には、以下のシステムが含まれている。 割合 局数

その他・その他(*3) 0.03% 80
海上・船舶通信 0.01% 24
航空・その他 0.00% 0
衛星・その他 0.00% 0
*1 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

*2 割合が0.01％未満である場合は、0.00％と表示している。

*3 「その他・その他」には、実験試験局(実験試験局・特定実験試験局)(335.4MHz 超
714MHz以下）、その他(335.4MHz 超 714MHz以下）が含まれる。

＜目的別の無線局の割合及び局数＞

一般業務用

21.2%

公共業務用

17.7%

放送事業用

0.7%

基幹放送用

0.4%

実験試験用

0.0%

電気通信業務
簡易無線業務用 用

35.1% 一般放送用
0.0%

アマチュア業務用 0.0%

24.9% 目 的 割合 局数

簡易無線業務用 35.1% 75,268
アマチュア業務用 24.9% 53,291
一般業務用 21.2% 45,406
公共業務用 17.7% 37,896
放送事業用 0.7% 1,415
基幹放送用 0.4% 751
実験試験用 0.0% 72
電気通信業務用 0.0% 60
一般放送用 0.0% 20

調査結果のポイント

【１】 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合を見ると、「陸上・その他」が67.3％と高い割合になっており、「陸上・自営（公共
分野以外）」が16.3％、「陸上・自営（主に公共分野）」が11.1％と続いている。

【２】 平成26年度と同じ集計方法で算出した平成29年度の無線局数で比較をすると、東海においては平成26年度より22,828局（12.5％）増加して
205,381局となっている。

評価結果のポイント

【１】本周波数帯は、東海においても防災行政無線、公共分野の自営通信、デジタルテレビジョン放送等、多様で重要な電波利用システムに利用され
るとともに、アマチュア無線、簡易無線、タクシー無線等にも広く利用されている。アマチュア無線を除くと無線局数はやや増加傾向にあり、これら
の電波利用システムの重要性から判断すると、適切に利用されているものと認められる。

【２】 本周波数帯を使用する「陸上・自営」の電波利用システムについて、現在、アナログ方式を採用している無線機器は、今後、アナログ方式の需要
減少によって将来的に機器の更新が困難となることが想定されることや、周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を促進して
いくことが望ましい。
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９ライフライン系ｼｽﾃﾑ（電気・ガス・列車）の災害対策対応状況等

ライフライン系システム（電気・ガス・列車無線等）の通信時間、デジタル化導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故
障対策の状況を調査し、分析を実施した。

通信時間、デジタル化導入率、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の比較分析

0%

20%

40%

60%

80%

100%
通信時間（当該システムの平均）

デジタル化（ナロー化）

災害対策（合計）休日・夜間の復旧体制

故障対策

電気（東海） 電気（全国）

0%

20%

40%

60%

80%

100%
通信時間（該当システムの平均）

デジタル化（ナロー化）

災害対策（合計）休日・夜間の復旧体制

故障対策

ガス（東海） ガス（全国）

0%

20%

40%

60%

80%

100%
通信時間（当該システムの平均）

デジタル化（ナロー化）

災害対策（合計）休日・夜間の復旧体制

故障対策

列車（東海） 列車（全国）

調査結果のポイント

 ライフライン系システム（電気）については、通信時間、災害対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策については、いずれも全国平均
を上回っている。

 ライフライン系システム（ガス）については、デジタル化（ナロー化）及び災害対策が行われている割合が全国平均より10％程度高く
なっている。通信時間については全国平均を下回るものの、80％程度の高い割合を示している。

 ライフライン系システム（列車）については、全体的には全国の傾向と同じであるが、「デジタル化（ナロー化）」については全国の状
況より若干、導入が遅れている。

 列車無線150MHz帯については、列車の過密ダイヤに伴う安全走行への関心の高まりから高度化が望まれており、周波数再編アクション
プランにおいてもデジタル化が推奨されているが、東海においてはダイヤがより過密な首都圏と比べて導入が遅れていると思われる。
なお、周波数再編アクションプランでは、消防無線のデジタル化移行後の跡地等も使用し、アナログ方式からデジタル方式（150MHz

帯）へ早期移行を推進することとされており、東海においても導入を進める必要がある。

システム名 固定局 基地局 携帯基地局 陸上移動中継局

電気事業用無線 60MHz 60MHz/150MHz 60MHz/150MHz －

ガス事業用無線 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz －

列車無線 60MHz 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz 400MHz
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10防災系ｼｽﾃﾑの災害対策対応状況等

防災系システム（県防災、市町村防災、その他防災無線等）の通信時間、災害対策（火災、津波・水害、地震）、休日・夜間の
復旧体制及び故障対策の状況を調査し、分析を実施した。

県防災用無線の災害対策対応状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信時間（当該システムの平均）

火災対策

津波・水害対策

地震対策

休日・夜間の復旧体制

故障対策

県防災用無線（東海） 県防災用無線（全国）

市区町村防災用無線の災害対策等の対応状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信時間（当該システムの平均）

火災対策

津波・水害対策

地震対策

日・夜間の復旧体制

故障対策

市区町村防災用無線（東海） 市区町村防災用無線（全国）

休

その他の災害対策対応状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信時間（当該システムの平均）

火災対策

津波・水害対策

地震対策

休日・夜間の復旧体制

故障対策

その他（東海） その他（全国）

調査結果のポイント

 県防災用無線の通信時間、火災対策（消化設備）、津波・水害対策（中層階（3階以上）への設置や防水扉による対策等）、地震対策
（耐震補強等）、休日・夜間の復旧体制及び故障対策（代替用予備機の設置等）の状況を全国平均の値と比較すると、通信時間、地震対
策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況は、いずれも100％となっており全国平均を上回っているが、特に、津波・水害対策は大
きく下回っている。

 市区町村防災用無線の通信時間、火災対策、津波・水害対策、地震対策、休日・夜間の復旧体制及び故障対策の状況を全国平均の値と比
較すると、通信時間を除くすべての項目で全国平均を上回っており、対応が進んでいることが読み取れる。

 災害対策・水防用無線等の防災系システム（その他）については、防災テレメーター・その他の防災無線が該当するが、東海地域におい
ては概ね全国の傾向と同じである。故障対策については全国的に対応状況が遅れているが、東海では更に10％程度、全国平均を下回って
おり、改善していくことが望ましい。

システム名 固定局 基地局 携帯基地局

県防災端末系無線 400MHz 150MHz 150MHz

県防災端末系デジタル無線 400MHz 400MHz 400MHz

市町村防災用無線 400MHz 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz

市町村防災用同報無線 60MHz － －

システム名 固定局 基地局 携帯基地局

防災無線 60MHz 60MHz 60MHz

災害対策・水防用無線 60MHz/400MHz 60MHz/150MHz/400MHz 60MHz/150MHz/400MHz

その他の防災無線 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz 150MHz/400MHz
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【参考】 電波の使用状況（その１）

3000kHz以下

1606.5

1907.5
1912.5

160

405

285

325

526.5

1632

1810
1825

2000

航空ビーコン 中波放送（AMラジオ） 船舶・航空通信
漁業用ラジオブイ

船舶通信

海上ﾋﾞｰｺﾝ ・DGPS

船舶無線電信 ・
NAVTEX

標準電波
（40kHz/
60kHz）

路側通信 アマチュア
漁業用ラジオブイ ・

船舶通信

0 3000[kHz]

135.7
137.8

8100

9900

3155

4750

4438

4650

5480

9040

9400

11400

11600

アマチュア
(3500-3575/3599-3612/3680-3687
/3702-3716/3745-3770/3791-3805)

3400

3900
3950
4005

5730
5900

6200

6765

7000

7200

7450

10100
10150

11175

18068

12100

14350

13870
14000

15010

12230

13360
13410
13570

15100

15800

16360

17410
17480

17900
18030

18168

18780
18900
19020

19680
19800

ワイヤレスカード
システム

漁業用無線（1WDSB）

ラジオマイク（微弱型）
市民ラジオ・ラジコン

電波天文

21450

25210

24990
25070

25550

21850
21924

22855

24890

25670

26100
26175

27500

28000

29700

3000kHz～30000kHz

21000[kHz]

30000[kHz]21000

12000

3000 12000[kHz]

：短波放送 ：船舶・航空通信 ：アマチュア ：各種用途（固定・移動）
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12【参考】 電波の使用状況（その２）

30MHz～335.4MHz

公共業務（移動）
小型船舶通信

マルチメディア放送
公共業務（移動）

魚群探知テレメータ
ラジオブイ

電通・公共・
一般業務・放送中継

（固定・移動）

FM放送・
コミュニティ放送

航空無線標識（VOR)
計器着陸システム（ILS）

40 7674.8
75.2

9541 50 54 68 108

150.05

146

148

121.5

138

144

航空管制通信
運航管理通信

各種用途
（固定・移動）

船舶通信（国際VHF等）・
放送中継・各種用途

（固定・移動）
公共・一般業務（移動）

154.45
154.61

156

170

137

航空用
救命無線

非静止移動
衛星↓

非静止移動
衛星↑

簡易無線

アマチュア

アマチュア

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）

公共業務（固定・移動）・
ラジコン・ラジオマイク（特定小電力）・

テレメータ・テレコントロール

航空無線標識
（マーカビーコン）

補聴援助用・音声アシストシステム・
ラジオマイク（特定小電力）

287.95

278.15
279.15

253.8

262

275

288

322

328.6

255

公共業務（移動）
航空管制通信

公共業務
（移動）

公共業務（移動）
航空管制通信

計器着陸
システム（ILS）

公共業務（移動）
航空管制通信

無線呼出

276.65
277.95

279.95

243.0

313.625

322.025
322.15

ラジオマイク
（特定小電力）

タイヤ空気圧モニター
キーレスエントリー等

（特定小電力）

無線呼出

無線呼出

コードレス電話
（子機）

航空用
救命無線

公共業務（移動）・
航空管制通信

117.975

222

30 117.975
[MHz]

222
[MHz]

335.4
[MHz]

マルチメディア放送

205

電波
天文

動物検知通報システム（特定小電力）
（142.94，142.95，142.96，

142.97，142.98MHz）

142

各種用途
（固定・移動）

322.425
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13【参考】 電波の使用状況（その３）

335.4MHz～714MHz

433.67

434.17

380.2

420

406.025

465.0375

440

406.028

381.325

347.7

430

コードレス電話
（親機）

各種用途
（固定・移動）

特定小電力

国際輸送用データ伝送用
アクティブタグシステム

衛星用非常位置
指示無線標識
（EPIRB）

アナログ簡易無線

465.15

348.5625
348.8

470
[MHz]

335.4

351.16875

351.38125

467
467.4

デジタル簡易無線

468.55
468.85

アナログ簡易無線

デジタル簡易無線

406.037
406.04 

各種用途（固定・移動）・特定小電力
公共・一般業務
（固定・移動）

アマチュア 各種用途（固定・移動）・特定小電力

710

714
[MHz]

470

特定ラジオマイク

TV放送（13～52ch）・エリア放送

714
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